
様式第２号（第４条関係） ● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する
Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要

Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当

１■事務事業の概要

　 部 課
又は施設

②項

対象と
対象の数

２■事務事業実施の状況

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）

合計コスト
ｄ(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

単年度
担当課評価

ＢＢ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

　平成２２年度 　平成２３年度 　平成２４年度

Ｂ

　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

74.1 73.6 85

３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２１年度

163,000２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

　平成１８年度 　平成１９年度 　平成２０年度

81.8 81.8 81.8 83.6 80.5

　平成２６年度 　平成２７年度

指標対応実
績（単位)

180,000 180,000 180,000 184,000 162,000 187,000

　平成２１年度 　平成２２年度

177,000

１アクセスあたりの
単価　0.026

1アクセスあたりの
単価　0.026 1アクセスあたりの

単価　0.022

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度

アウトプット実績（活動数値）の補足説明 直接事業費はCMSを導入していないためその費用、また維持費はゼロである。人件費については担当係長と広報係2人が、ホームページ登録依頼に対する作業量として0.7人として算定した。
   (マニュアルによる平均人件費　5,928千円×0.7(担当係長0.1、担当0.6)＝4,150千円)

２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

　平成１８年度 　平成１９年度

4,296 4,185 4,150

1アクセスあたりの
単価　0.026

1アクセスあたりの
単価　0.026

1アクセスあたりの
単価　0.025

1アクセスあたりの
単価　0.024

1アクセスあたりの
単価　0.025

当たり 当たり

4,296 4,185 4,150

4,691 4,671 4,637 4,520 4,386

0 0 0

4,691 4,671 4,637 4,520 4,386

163,000（件） 162,000(件) 187,000(件)

0 0 0 0 0

　平成２３年度 　平成２４年度 　平成２５年度 　平成２６年度 　平成２７年度

180,000（件) 180,000（件) 180,000（件) 184,000（件） 177,000（件）

　平成２０年度 　平成２１年度 　平成２２年度

２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

事務事業成果指標名 前期目標値(単位) 後期目標値(単位) 指標の説明

市ホームページの年間アクセス件数（件） ２００，０００(件) ２２０，０００(件)

現在の１日約500件、１か月約15,000件のホームページアクセス件数を、2010年には１日約550件、１か月16,600件に、また
2015年までには月18,000件を超えるアクセスがあるホームページが目標。

広報紙に次ぐ市政情報の発信元であり、加えて月1回発行の広報紙に比べていつでも発信できるという特色もあり、広報紙とは補完し合いそれぞれの役割を果たすようにしたい。年度中にカテゴリー別情報の分類凡例
を増やすなどして情報を探しやすいように努めた。バナー広告については引き続き好調を維持していきたい。
広報紙に次ぐ市政情報の発信元であり、加えて月1回発行の広報紙に比べていつでも発信できるという特色もあり、広報紙とは補完し合いそれぞれの役割を果たすようにしたい。年度中にカテゴリー別情報の分類凡例
を増やしたり、掲載の順序を変更し、より見やすくなるように努めた。バナー広告については引き続き好調を堅持していきたい。
広報紙に次ぐ市政情報の発信元であり、加えて月１回発行の広報紙に比べいつでも発信できるという特色もあり、広報紙とは補充し合いそれぞれの役割を果すようにしたい。年度中にカテゴリー別情報の分類凡例を増
やしたり、掲載の順序を変更し、より見やすくなるように努めた。バナー広告については引き続き好調を堅持していきたい。

２－１事務事業の
実施における基本
認識

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み 社会状況等の事務事業がおかれる環境把握 市民ニーズの認識

5 1 1 1 3

１－４事務事業の
目的の精査

　市のホームページにアクセスする人の
数（現在年間約１８０，０００件）

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

　市のホームページが新鮮で、魅力あるものにするためには、情報の迅速化は不可欠である。このため広報係が一括管理しているホームページ
を、各課の責任で管理・発信していくＣ・Ｍ・Ｓ（コンテンツマネージシステム）も視野に入れる。　＊C・M・Sについては多くの自治体が既に
導入している。

１－５事務事業の
内容

　市の顔ともいえる公式ホームページとして常に新しい情報を発信するため、各課から情報を収集し更新している。見やすくわかりやすい画面を工夫して表示している。また、バナー広告を募集して収入増にも寄与している。

　⑤単位施策(小） 　情報提供の迅速化 コード

コード 5 1 1

「市民と行政が尊重しあう協働のまちづくり」 　④単位施策(中） 　情報提供 コード  5 1 1 1

広報広聴係 評価票作成者 課長補佐兼広報広聴担当係長　堀越伸江

１－３総合計画に
おける施策の体系

①節
交流と市民参加 　③基本施策 　情報の共有

参加と協働

１－１事務事業の
名称

ホームページの発信事業

１－２担当 行政経営部 秘書広報課 係



４■新規事業

５■事務事業の総合評価結果

６■次年度事業への反映

市

現状・課題

課題に対する改善策

事務事業の目的達成のためにできる新たな取組み
（可能な限り協働の視点重視）

フェイスブックなどのＳＮＳ設置

(仮称)「とよあけの風景」フェイスブックの設定することのより、市政情報に触れる機会が増える。

協働者となり得る主体・協働し担う役割

（　　　　　　　　　　）

事務事業の方向性
内容 Ａ 拡大 平成26年度は、フェイスブックの利用規約等の作成・フェイスブック設定準備をし、平成27年度の稼働を目指す。

市ホームページ上に、市民が投稿できるフェイスブックを設定する。

市民（個人・家庭） (仮称)「とよあけの風景」に自分で撮影した豊明市内の風景写真をフェイスブック上に投稿する。

他団体等と協働し行った事業内容・
各々が担った役割

事業実施における課題

事業実施により効果があったこと 平成25年度に広報事業が事業仕分けに選ばれたことにより市民の関心が高まった。

市 他団体等との協働はなく、ホームページ発信事業を行っている。

広報とよあけ（紙媒体）では、「市民記者」「ハローベビー」「美空間」など市民参加のコーナーをつくっているが、ＨＰではその部分が未設定であること。

他団体等との協働の有無・協働主体３－２

Ｂ

結果
　ＣＭＳ導入の検討やコンテンツの充実、タイムリーな情報の提供、各課の作成レベルの統一・向上に努めること。また、アンケート等により市民の意見を聞き、わかりやすく見やすいホームペー

ジとなるよう努めること。また、フェイスブックを開設し、市民からの投稿によって充実させること。
平成25年度

総合評価の結果
審査会による改善方向の指示

新規事業

市民（個人・家庭） ＮＰＯ・市民団体 区・町内会 企業・農協・商工会 学校 国・県・市町 その他 なし


